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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第51期

第２四半期累計期間
第52期

第２四半期累計期間
第51期

会計期間
自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日

売上高 (千円) 2,937,532 3,144,921 5,908,564

経常利益 (千円) 169,176 96,097 268,317

四半期(当期)純利益 (千円) 99,126 55,831 163,627

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ ─ ─

資本金 (千円) 2,507,500 2,507,500 2,507,500

発行済株式総数 (株) 17,955,000 17,955,000 17,955,000

純資産額 (千円) 9,370,942 9,554,233 9,422,186

総資産額 (千円) 10,798,515 11,070,832 11,028,045

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 5.86 3.30 9.67

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) 3.00 3.00 6.00

自己資本比率 (％) 86.8 86.3 85.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 339,894 △152,712 609,033

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △56,143 △33,125 △183,801

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △55,632 △56,099 △111,358

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 4,430,971 4,274,789 4,516,726
 

　

回次
第51期

第２四半期会計期間
第52期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 1.61 2.42
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況
　

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済再生に向けた基本方針のもと、雇用・所得環境の改善

傾向が続くなかで、原油価格の下落や円安株高などにより、景気はゆるやかな回復基調で推移しましたが、引き続

き海外景気の下振れが国内景気を下押しするリスクとなり、依然として先行き不透明な状況が続きました。

このような環境のもと、当社におきましては、生産体制の強化・見直しを図るとともに、顧客志向に立った製品

開発、差別化した提案営業を推進し、いかなる事業環境の変化にも対応すべく更なる原価低減活動と生産性の向上

に努めてまいりました。

　減速機関連事業では、保有技術を活かした製品開発に取組むとともに、特殊製品による成長分野への積極的な提

案営業を行い、顧客満足度の向上と受注獲得に努めてまいりました。

　駐車場装置関連事業では、マーケティングに基づく戦略的営業展開を図るとともに、コスト競争力の強化を推進

し収益改善に努めてまいりました。

　室内外装品関連事業では、生産・品質管理体制の強化を図り、受注獲得と安定した収益確保に努めてまいりまし

た。

この結果、当第２四半期累計期間の売上高は3,144百万円(前年同期比7.1%増)、営業利益は77百万円(前年同期比

49.8%減)、経常利益は96百万円(前年同期比43.2%減)、四半期純利益は55百万円(前年同期比43.7%減)となりまし

た。

　なお、セグメントの業績は次のとおりであります。

　

[減速機関連事業]
　

国内における設備投資動向の持ち直しや、高効率ギヤードモータへの切替需要を背景に、積極的な営業展開を推

進した結果、汎用減速機の受注は堅調に推移いたしましたが、シャッタ開閉機関連製品の受注が伸び悩み、売上高

は1,637百万円(前年同期比0.7%減)となりました。営業利益につきましても、継続的な原価低減活動に努めました

が、原材料価格の高騰などにより74百万円(前年同期比56.8%減)となりました。

　

[駐車場装置関連事業]
　

主力製品である「パズルタワー」の新規着工が増加したことなどにより、売上高は1,269百万円(前年同期比34.5%

増)となりました。営業利益につきましては、建築工事における資材価格や人件費高騰の影響などにより原価が上昇

するなか、原価低減活動に取組み５百万円(前年同期は36百万円の損失)となりました。

　

[室内外装品関連事業]
　

品質管理の徹底と性能の向上に努め、受注獲得を目指しましたが、大型案件の減少により、スライディングドア

シリーズの受注が総じて落ち込み、売上高は237百万円(前年同期比31.0%減)となりました。営業損益につきまして

も、コスト低減活動等による収益確保に努めましたが、売上高減少等により２百万円の損失(前年同期は18百万円の

利益)となりました。
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(2) 財政状態の分析
　

[資産]
　

当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ42百万円増加し11,070百万円となりました。

　流動資産は、現金及び預金が241百万円減少した一方で、受取手形及び売掛金が160百万円、仕掛品が71百万円、

原材料及び貯蔵品が65百万円増加したことなどにより、前事業年度末に比べ48百万円増加し7,630百万円となりまし

た。

　固定資産は、保有株式の株価上昇により投資有価証券が86百万円増加した一方で、有形固定資産が減価償却等に

より６百万円、繰延税金資産を含むその他の項目が86百万円減少したことなどにより、前事業年度末に比べ６百万

円減少し3,440百万円となりました。

　

[負債]
　

当第２四半期会計期間末の負債は、前事業年度末に比べ89百万円減少し1,516百万円となりました。

　流動負債は、未払法人税等が66百万円、役員賞与引当金等の引当金が12百万円減少した一方で、支払手形及び買

掛金が125百万円増加したことなどにより、前事業年度末に比べ31百万円増加し1,381百万円となりました。

　固定負債は、退職給付引当金が112百万円、役員退職慰労引当金が41百万円減少したことなどにより、前事業年度

末に比べ120百万円減少し135百万円となりました。

　

[純資産]
　

当第２四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比べ132百万円増加し9,554百万円となりました。

　これは主に利益剰余金が70百万円、その他有価証券評価差額金が61百万円増加したことによるものであります。

　なお、自己資本比率は前事業年度末に比べ0.9ポイント増加し86.3%となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　現金及び現金同等物(以下「資金」という)の第２四半期会計期間末残高は、4,274百万円(前事業年度末4,516百万

円)となりました。

　これは、営業活動、投資活動、財務活動によるキャッシュ・フローの合計が241百万円減少したことによるもので

あります。

　なお、当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

[営業活動によるキャッシュ・フロー]

　営業活動による資金は、152百万円の減少(前年同期は339百万円の増加)となりました。

　これは主に、仕入債務の増加額169百万円、税引前四半期純利益96百万円による増加があった一方で、たな卸資産

の増加額139百万円、売上債権の増加額111百万円、法人税等の支払額79百万円による減少があったことによるもの

であります。

　

[投資活動によるキャッシュ・フロー]

　投資活動による資金は、33百万円の減少(前年同期は56百万円の減少)となりました。

　これは主に、有形固定資産の取得による支出57百万円があったことによるものであります。

　

[財務活動によるキャッシュ・フロー]

　財務活動による資金は、56百万円の減少(前年同期は55百万円の減少)となりました。

　これは主に、株主配当金の支払があったことによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間における研究開発費の総額は、44百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 44,000,000

計 44,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月３日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,955,000 17,955,000
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数
100株

計 17,955,000 17,955,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年６月30日 ─ 17,955,000 ─ 2,507,500 ─ 3,896,950
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(6) 【大株主の状況】

  平成27年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

立川ブラインド工業株式会社 東京都港区三田３丁目１番12号 9,393 52.31

富士変速機取引先持株会 岐阜県岐阜市中洲町18番地 1,579 8.79

株式会社愛知銀行 愛知県名古屋市中区栄３丁目14番12号 526 2.93

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町８丁目26番地 454 2.53

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町６丁目11番地 437 2.43

富士変速機従業員持株会 岐阜県岐阜市中洲町18番地 371 2.06

三井住友信託銀行株式会社
（常任代理人日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目４番１号
（東京都中央区晴海１丁目８番11号）

171 0.95

鴨下　英夫 鹿児島県志布志市 149 0.83

岐阜商工信用組合 岐阜県岐阜市今沢町17番地 141 0.78

第一生命保険株式会社
（常任代理人資産管理サービス
信託銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町１丁目13番１号
（東京都中央区晴海１丁目８番12号）

141 0.78

計 ― 13,365 74.43
 

(注)　当社は自己株式1,039千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合5.78%)を所有しておりますが、上記表に

は含めておりません。 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ─ ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,039,200
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

16,904,300
169,043 ―

単元未満株式
普通株式

11,500
― ―

発行済株式総数 17,955,000 ― ―

総株主の議決権 ― 169,043 ―
 

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株(議決権４個)含まれ

ております。

　　　２　「単元未満株式」には、当社保有の自己株式40株が含まれております。
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② 【自己株式等】

  平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
富士変速機株式会社

岐阜県岐阜市中洲町18番地 1,039,200 ─ 1,039,200 5.78

計 ― 1,039,200 ─ 1,039,200 5.78
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成27年４月１日から平成27年

６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成27年１月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,516,726 4,274,789

  受取手形及び売掛金 ※  1,673,421 1,834,069

  製品 22,273 28,658

  仕掛品 418,716 489,806

  未成工事支出金 121,142 116,942

  原材料及び貯蔵品 412,654 478,609

  その他 422,617 414,040

  貸倒引当金 △6,036 △6,476

  流動資産合計 7,581,515 7,630,438

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 2,319,718 2,320,824

    減価償却累計額 △1,679,474 △1,702,951

    建物（純額） 640,244 617,872

   機械及び装置 2,164,199 2,210,000

    減価償却累計額 △1,961,375 △1,986,022

    機械及び装置（純額） 202,824 223,977

   土地 1,604,963 1,604,963

   建設仮勘定 20,228 15,850

   その他 967,462 981,411

    減価償却累計額 △879,320 △894,652

    その他（純額） 88,141 86,759

   有形固定資産合計 2,556,401 2,549,423

  無形固定資産 75,526 76,818

  投資その他の資産   

   投資有価証券 631,903 717,984

   その他 182,698 96,166

   投資その他の資産合計 814,601 814,151

  固定資産合計 3,446,529 3,440,393

 資産合計 11,028,045 11,070,832
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 942,816 1,068,305

  未払法人税等 87,836 21,541

  引当金 87,324 75,018

  その他 231,430 216,266

  流動負債合計 1,349,408 1,381,131

 固定負債   

  退職給付引当金 171,384 59,303

  役員退職慰労引当金 63,960 22,920

  その他 21,106 53,243

  固定負債合計 256,451 135,467

 負債合計 1,605,859 1,516,598

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,507,500 2,507,500

  資本剰余金 3,896,954 3,896,954

  利益剰余金 3,158,175 3,228,400

  自己株式 △197,778 △197,806

  株主資本合計 9,364,851 9,435,048

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 57,334 119,184

  評価・換算差額等合計 57,334 119,184

 純資産合計 9,422,186 9,554,233

負債純資産合計 11,028,045 11,070,832
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 2,937,532 3,144,921

売上原価 2,275,494 2,604,825

売上総利益 662,038 540,096

販売費及び一般管理費 ※  507,839 ※  462,666

営業利益 154,198 77,429

営業外収益   

 受取利息 863 876

 受取配当金 6,458 7,193

 保険配当金 6,227 4,400

 保険返戻金 - 4,622

 その他 3,848 4,340

 営業外収益合計 17,398 21,433

営業外費用   

 売上割引 1,977 2,328

 その他 443 437

 営業外費用合計 2,421 2,765

経常利益 169,176 96,097

特別利益   

 固定資産売却益 339 -

 特別利益合計 339 -

特別損失   

 固定資産除却損 74 0

 ゴルフ会員権退会損 98 -

 特別損失合計 172 0

税引前四半期純利益 169,344 96,097

法人税、住民税及び事業税 75,487 14,046

法人税等調整額 △5,269 26,218

法人税等合計 70,217 40,265

四半期純利益 99,126 55,831
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
 至 平成26年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年１月１日
 至 平成27年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 169,344 96,097

 減価償却費 68,503 72,391

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,525 439

 引当金の増減額（△は減少） 15,458 △12,306

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,359 △12,172

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,330 △41,040

 受取利息及び受取配当金 △7,322 △8,070

 固定資産売却損益（△は益） △339 ―

 固定資産除却損 74 0

 売上債権の増減額（△は増加） 257,344 △111,338

 たな卸資産の増減額（△は増加） △129,214 △139,229

 仕入債務の増減額（△は減少） 3,962 169,047

 その他 51,608 △94,629

 小計 423,863 △80,810

 利息及び配当金の受取額 7,340 8,091

 法人税等の支払額 △91,310 △79,994

 営業活動によるキャッシュ・フロー 339,894 △152,712

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △31,800 △57,518

 有形固定資産の売却による収入 340 ―

 その他 △24,683 24,392

 投資活動によるキャッシュ・フロー △56,143 △33,125

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △50,764 △51,117

 その他 △4,867 △4,982

 財務活動によるキャッシュ・フロー △55,632 △56,099

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 228,118 △241,937

現金及び現金同等物の期首残高 4,202,853 4,516,726

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  4,430,971 ※  4,274,789
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

 

当第２四半期累計期間
(自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日)

(会計方針の変更)

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額

の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存

勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した

単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

この結果、当第２四半期累計期間の期首の退職給付引当金が99,908千円減少し、利益剰余金が65,140千円増加

しております。また、当第２四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
 

 

(四半期貸借対照表関係)

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理をしております。

　なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が、事業年度末残高に含ま

れております。

 
前事業年度

(平成26年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成27年６月30日)

受取手形  71,967千円 ―千円
 

 

(四半期損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
 至 平成26年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

役員報酬及び給料手当 186,580千円 178,230千円

賞与引当金繰入額 7,283千円 6,966千円

役員賞与引当金繰入額 7,090千円 5,880千円

退職給付費用 9,223千円 8,788千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,470千円 4,060千円

製品保証引当金繰入額 24,955千円 △2,458千円
 

 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前第２四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
 至 平成26年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

現金及び預金 4,430,971千円 4,274,789千円

現金及び現金同等物 4,430,971千円 4,274,789千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月20日
定時株主総会

普通株式 50,748 3.00 平成25年12月31日 平成26年３月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年７月25日
取締役会

普通株式 50,748 3.00 平成26年６月30日 平成26年９月11日 利益剰余金
 

 

 

当第２四半期累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月20日
定時株主総会

普通株式 50,747 3.00 平成26年12月31日 平成27年３月23日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年７月24日
取締役会

普通株式 50,747 3.00 平成27年６月30日 平成27年９月14日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額

(注)1

四半期損益

計算書計上額

(注)2
減速機

関連事業

駐車場装置

関連事業

室内外装品

関連事業
計

 売上高       

　 外部顧客への売上高 1,649,173 944,283 344,076 2,937,532 ─ 2,937,532

　 セグメント間の内部売上高

  又は振替高
26,189 ─ ─ 26,189 △26,189 ─

計 1,675,363 944,283 344,076 2,963,722 △26,189 2,937,532

　セグメント利益又は損失（△） 172,598 △36,605 18,206 154,198 ─ 154,198
 

(注)1. セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

2. セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 
２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額

(注)1

四半期損益

計算書計上額

(注)2
減速機

関連事業

駐車場装置

関連事業

室内外装品

関連事業
計

 売上高       

　 外部顧客への売上高 1,637,778 1,269,748 237,394 3,144,921 ― 3,144,921

　 セグメント間の内部売上高

  又は振替高
41,818 ― ― 41,818 △41,818 ―

計 1,679,596 1,269,748 237,394 3,186,740 △41,818 3,144,921

　セグメント利益又は損失（△） 74,565 5,770 △2,905 77,429 ― 77,429
 

(注)1. セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

2. セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間

(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 ５円86銭 ３円30銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 99,126 55,831

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 99,126 55,831

   普通株式の期中平均株式数(千株) 16,916 16,915
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

第52期(平成27年１月１日から平成27年12月31日まで)中間配当について、平成27年７月24日開催の取締役会に

おいて、平成27年６月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議い

たしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　  　 50,747千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成27年９月14日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月３日

富士変速機株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   鈴　　木　　賢　　次   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   近　　藤　　繁　　紀   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている富士変速機株式

会社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第52期事業年度の第２四半期会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成27年１月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、富士変速機株式会社の平成27年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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